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農 業 委 員 会 事 務 局 

 

 平成 27 年８月 31 日現在における平成 27 年度の予算及び事務事業の執行状況について定期

監査を実施したので、その結果について概要を述べる。 

 

１  職員の配置状況 

当事務局の職員は局長１人、農地振興係３人の計４人で、職員定数条例で定めた定数７

人に対して３人減となっている。 

このほかに、農地振興係に、臨時職員３人（うち１人は農地相談員）が配置されている。 

 

２  予算の執行状況 

当事務局に係る歳入は、予算現額 963 万 2,000 円に対し、調定額 128 万 1,500 円、収入

済額 16 万 2,900 円で、収入率は対予算 1.7％、対調定 12.7％となっている。  

収入済額の内訳は、農林水産手数料（農業者年金現況届ほか）16 万 2,900 円である。 

一方歳出は、職員の給与費を除く予算現額 1,942万 2,000円に対し、執行済額 804万 6,994

円で、執行率は 41.4％である。 

執行済額の主なものは、農業委員会費では委員の報酬 477 万 2,500 円、臨時職員賃金 99

万 4,030 円、旅費 33 万 2,560 円、委託料 40 万 2,732 円（農地基本台帳システム保守点検

業務 32 万 4,000 円、カラーレイザープリンター保守点検業務 7 万 8,732 円）、負担金補助

及び交付金 61 万 1,000 円（県農業会議拠出金 45 万 1,000 円、県各市農業委員会連絡協議

会負担金 7,000 円、姶良・伊佐地区農業委員会連絡協議会負担金 15 万 3,000 円）などで

755 万 3,591 円が執行されている。 

農業者年金事務費では、消耗品費を主とする需用費 34 万 4,759 円、役務費 8 万 5,600

円（通信運搬費）で 43 万 359 円が執行されている。 

また、農業経営基盤強化促進事業費では、報償費 4 万 9,000 円、需用費 9,044 円、役務

費 5,000 円（通信運搬費）で 6 万 3,044 円が執行されている。 

 

３  主な事務事業の執行状況 

                                  （単位：円） 

事務事業名  
執行済額 

（事業費） 
事  務  事  業  の  内  容 

農業委員会運営

事業 

5,968,509 

（13,016,000） 

農地法、農業経営基盤強化促進法関係を軸として、新

たな農業政策を担って優良農地の確保と流動化の推進

を図るとともに中核的担い手農家の育成及び地域農業

振興体制の強化を図り、農業経営の合理化と生活向上

の推進を図る。 

農地事業 
618,470 

（2,137,000） 

遊休農地の解消を目的として、農業委員に遊休農地

の発見調査を依頼し、遊休農地を農家台帳に入力しデ

ータベース化する。遊休農地の所有者に対し連絡通知

し、転用、非農地化の指導を行う。 
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振興事業 
966,612 

（2,344,000） 

農地事業に基づいて発見された遊休農地について、

農地の売買、貸借、あっせん等を行う。 

農業者年金業務 
430,359 

（1,105,000） 

独立行政法人農業者年金基金から下記業務を委託さ

れた事業 

①  農業者年金の被保険者となることができる者に対

する制度の周知・普及に関する業務 

②  加入対象者の把握、加入対象者名簿の作成及び基

金への送付並びにその管理に関する業務 

農地保有合理化

事業等業務 

14,044 

（50,000） 

財団法人鹿児島県地域振興公社から下記業務を委託

され実施する事業 

①  農地保有合理化事業及び農業用施設用地等売買事

業に関する業務 

 

農地流動化集積

促進事業 

49,000 

（770,000） 

農地集積を円滑に行うために有効活用する体制整備

等の拡充を行うとともに、農地の権利移動に伴う嘱託

登記事務等の支援を通じた具体的な取組を支援し、農

地の利用集積を促進する。 

平成 27 年 8 月 31 日までの田の貸借 1,324,118 ㎡ 

            畑の貸借   110,782 ㎡ 

 

嘱託登記件数       3 件  5 筆    

掘り起こし活動（新規）208 件  472 筆 619,639 ㎡ 

掘り起こし活動（継続）234 件  606 筆  815,178 ㎡ 

流動化集積活動     227件  564筆 791,659㎡ 

あっせん活動      2 件    

 

（1） 農業委員会総会は５回開催され、農地法関連 109 件、利用権設定関連 560 件で、669

件の議案審議がなされている。 

   また、農地転用等の状況は次表のとおりである。 

区         分 件 数 面積(㎡) 内     容 

農地法第３条 

（所有権移転等許可関係） 
39 103,947 

田       63 筆  82,693 ㎡ 

畑       27 筆  21,254 ㎡ 

農地法第４条 

（農地転用許可関係） 
 14 14,460 

宅地       0 件      0 ㎡ 

山林       3 件   3,280 ㎡ 

その他   11 件   11,180 ㎡ 

農地法第５条 

（転用を目的とする所有権移

転等許可関係） 

32 26,267.28 

住宅       6 件   3,224 ㎡ 

工業用地   0 件        0 ㎡ 

山林       3 件    4,901 ㎡ 

その他   23 件 18,142.28 ㎡ 

農地法第 18 条第６項による

届出取扱状況（農地法関係） 
2 2,865 

田       2 筆  2,865 ㎡ 

畑        0 筆    0 ㎡ 

農地法第 18 条第６項による

届出取扱状況（利用権関係） 
64 213,190 

田      125 筆  192,569 ㎡ 

畑        13 筆   20,621 ㎡ 
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農地時効取得届出取扱状況   4 5,739 田        4 筆   5,739 ㎡ 

 

  嘱託登記処理件数  2 件  5 筆 

 

  農地移動適正化あっせん事業実施状況 

項   目 
取扱実績  うち成立分 うち不成立分 

農地 採草地 計 農地 採草地 計 農地 採草地 計 

売

買 

件 数 2 0 2 2 0 2 0 0 0 

面 積 

（㎡） 
5,138 0 5,138 5,138 0 5,138 0 0 0 

 

（2） 農業者年金事務における、平成 27 年８月 31 日現在の加入者数は 148 人である。 

農業者年金裁定請求状況（平成 27 年４月１日～８月 31 日）は、農業者年金老齢年金裁

定者 2 人、農業者年金経営移譲年金裁定者なし、新農業者年金老齢年金裁定者なし、新農

業者年金特例付加年金裁定者なしである。なお、死亡届提出者は 18 人となっている。 

また、農業者年金受給者は 744 人で、その内訳は経営移譲年金受給者 451 人、老齢年金

受給者 248 人、特例付加年金受給者 6 人、新年金老齢年金受給者 39 人である。  

 

（3） 農業経営基盤強化促進事業に伴う利用権設定では、農業委員会委員が農地流動化推進

委員となり、規模拡大を図る農家への貸付け、農家の掘り起こしに努力されているが、そ

の実績は次表のとおりである。 

年 数 
面    積（㎡） 人 数 

田 畑 採草放牧地 計 貸し手 借り手 計 

1 年 39,629 4,055 0 43,684 14 9 23 

2 年 54,324 861 0 5,518 9 6 15 

3 年 382,094 28,856 0 410,950 138 95 233 

4 年 911   0 0 911    1    1 2 

5 年 30,874 12,313 0 43,187    11   10 21 

6 年 533,654 49,425 0 583,079    160  91 251 

10 年 485,423 45,261 0 530,684    134    61 195 

15 年 2,419 0 0 2,419 1 1 2 

合 計 1,529,328 140,771 0 1,670,099    468    274 742 

 

４ 委託の執行状況 

                                   （単位：円） 
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補助

又は

単独 

委 託 業 務 名 契約金額 
契約の 

相手方 

契 約

方法 
契約期間 

単独 
農地基本台帳システ

ムの保守点検業務 
324,000 

久永情報マ

ネジメント

（株） 

随意 

契約 

平成 27 年 4 月 1 日 

 ～平成 28 年 3 月 31 日 

単独 
カラーレーザープリ

ンター保守点検業務 
78,732 ㈱オカモト  

随意 

契約 

平成 27 年 4 月 1 日 

～平成 28 年 3 月 31 日 

 

５  主な負担金の支出状況 

                                     （単位：円） 

団    体    名 事業名 負担金額 事業内容及びその効果 

鹿児島県農業会議 
農業委員会

運営事業 

451,000 

（451,000） 

農家の公平な意見を反映する組織

として、その業務を行うことによ

り農業生産力の発展及び農業経営

の合理化を図り、農家の地位の向

上に寄与する。 

姶良・伊佐地区農業委員

会連絡協議会 

農業委員会

運営事業 

   

153,000 

（153,000） 

農業委員会法の目的達成と地域農

政を推進するため、姶良・伊佐地

区の各市町農業委員会が連絡提携

して、これが積極的な推進を図り、

併せて関係機関団体と強調して地

域農政の確立と農業委員会運営の

万全を期す。 

 

６  その他 

当事務局で整備保管すべき財務に関する諸帳簿類は、おおむね良好に整備保管されているこ

とを認めた。 

 


